
第3部

事前に準備し、対応できるように

しておくべきことを理解する
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市町および施設における

平常時の取組



指定福祉避難所に関する「平常時に求められる基本的な取組」
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p.52



受入環境の整備として取り組むこと

3

整備

全般管理側（市町）は「施設・設備の整備支援」、「施設情報の管理」を、施設管理側（施設）は

「受入可能スペースのレイアウト整理」、「必要な設備の整備・維持管理」を行う

施設情報の管理

施設・設備の整備支援

全般管理側（市町） 施設管理側（公的施設・民間施設）

施設に出向き、施設管理者

とともに受入スペース・

設備等の状況を確認！

市町内の全施設の

状況を一覧化！

受入れにあたって

必要な整備を

支援！

必要な設備の整備・維持管理

受入可能スペースのレイアウト整理

施設内の受入

スペースと配置を

決定！

市町と調整して

必要な設備を確保！

施設全体・受入

スペースのレイアウト

図を作成！

非常用設備の管理！

支援

報告

受入環境の整備状況

施設概要
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施設・設備の整備状況

p.58p.54

p.33
「スペース
の状況」

災害発生時のライフラインの停止に備え、通信、照明、空調、換気設備、医療機器等の

確保・維持のための電源や水の確保が重要



保健・医療関係者の助言を得ながら、受入れる要配慮者の状況や状態に合わせて、

必要な物資・器材を準備しておくことが重要

物資・器材の整備・管理として取り組むこと

4

整備

全般管理側（市町）は「整備状況リストの作成」、「必要物資・器材の整備と保管に関する考え方の検討」、

「物資の備蓄・管理」、「調達先リストの作成」を、施設管理側（施設）は「物資・器材の整備状況の把握」、

「確保・保管に関する調整」を行う

整備状況リストの作成

全般管理側（市町） 施設管理側（公的施設・民間施設）

指定福祉避難所ごとに物資・器材の整備状況を

把握してリスト化！

災害時に速やかに物資・器材を調達！

確保・保管に関する調整

物資・器材の整備状況の把握

施設の備蓄状況を

確認！

不足分や管理について

市町と協議！

新たに調達する

物資・器材を把握！

確保・保管に関する

必要な整備！

支援

調整・要請

p.59p.55

必要物資・器材の整備と保管に関する考え方の検討

調達先リストの作成

物資の備蓄・管理

整備方針・保管の

考え方を検討！

不足する物資・器材を

明らかに！

備蓄・保管している物の状態・消費期限等を管理！

【物資・器材の例】

 介護用品、衛生用品、生理用品

 飲料水、要配慮者に適した食料、毛布、タオル、下着（生理用ショーツを

含む）、衣類、電池

 携帯トイレ（主として洋式便器で使用）、ベッド、担架、パーテーション

 補装具や日常生活用具等（車いす、歩行器、歩行補助杖、補聴器、収尿

器、ストーマ用装具、気管孔エプロン、酸素ボンベ等）

 衛生環境対策等として必要な物資（マスク、消毒液、体温計、（段ボール）

ベッド、パーテーション等）

 介護、処置、器具の洗浄などで必要とする清潔な水

p.40
「物資・
器材」



受入環境の整備として取り組むこと

5

検討

全般管理側（市町）は「指定福祉避難所全体の管理体制」、「公的施設における運営体制」を、施設

管理側（施設）は「開設・運営における連絡窓口」、「職員の配置・運営体制」、「受入時の対応要領の

検討」を行う

指定福祉避難所全体の管理体制

職員の配置・運営体制

開設・運営における連絡窓口

市町との調整・連絡の窓口

担当者・チームを決定！

職員参集の考え方・

配置、運営体制を

検討！

連絡手順・手段を

検討！

市町・指定福祉避難所・他の社会福祉施設など、関係する組織全体で連携するための体制をつくる

全般管理側（市町） 施設管理側（公的施設・民間施設）
調整・周知 p.60p.56

公的施設における運営体制

運営状況の管理と支援の

流れや方法を検討！

指定福祉避難所

全体の管理体制

を整理！

運営体制を検討！

指定福祉避難所（民間施設/公的施設）・

一般避難所の要配慮者スペース

（公的な施設に指定福祉避難所を設置し、

要配慮者の受入対応を行う場合） 受入時の対応要領の検討

受入時の本人状態の把握・記録管理の方法を検討！

指定福祉

避難所

不足人材を
補完し合う

社会福祉

施設



検討 移送に関する考え方について整理・調整すること
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p.56

「移送要領および連絡体制等の整理」、「移送手段の調達先リストの整備」、「移送事業者との調整・

協定の締結」を検討する

移送手段の調達先リストの整備移送要領および連絡体制等の整理

車両による移送が必要となる状況を想定した

移送要領を検討！
福祉車両、救急車両、一般車両等の

調達先リストを整備！

車両による移送が必要となる状況を踏まえて、流れ・方法を検討する
・要配慮者が周囲から移送支援を得られない中、自宅から指定福祉避難所に避難する場合

・一般の避難所（要配慮者スペースを含む）では対応が困難になった要配慮者を指定福祉避難所に移送する場合

・緊急に入所施設等へ移送する場合

移送事業者との調整・協定の締結

移送事業者と、移送の流れや要領及び

連絡体制等について確認！

• 移送車両の確保から避難先への移送完了に至る

流れと要領

• 市町と移送事業者との連絡体制や役割分担

• 車両借り上げや燃料等の費用負担の考え方

（p.3６） 「移送手段」を踏まえて整備！

車両借り上げや燃料等の費用等の条件

について協議・事前に協定締結！

【移送手段】

福祉車両を活用

（避難先となる施設）

緊急車両

福祉有償運送

ハイヤー・タクシー

バス 等



緊急時の対応について検討・調整すること
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p.57

「緊急対応時の流れや方法」、「緊急的な受入が可能な施設リストの作成・協定の締結」を検討する

緊急的な受入が可能な施設リストの
作成・協定の締結

緊急対応時の流れや方法

• 一般避難所や指定福祉避難所で生活する要配慮

者が、緊急入所・緊急ショートステイ等での対応が

必要となった場合の手続きの流れを検討！

• 要配慮者の症状の急変等により、医療処置や治療

が必要になった場合の医療機関へ搬送に関する

流れや方法を検討！

施設管理者と十分に調整！

市町内の社会福祉施設で緊急入所等の対応が困難になった場合を想定し、

近隣市町や施設団体等との連携など、広域での緊急入所等の対応を検討する

緊急的な受入が可能な施設リストを整理！

あらかじめ協定を締結！

緊急入所や緊急ショートステイ、入院等の

受入対応が可能な社会福祉施設・医療機関

指定福祉避難所

一般避難所等 福祉施設・病院等

検討



その他、平常時に取り組むこと
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検討

全般管理側（市町）では「施設との協定締結」を行うとともに、施設管理側（施設）のいずれに

おいても「指定福祉避難所開設・運営マニュアルの整備」、「研修・訓練の実施」を行う

指定福祉避難所開設・運営マニュアルの整備

施設との協定締結

全般管理側（市町） 施設管理側（公的施設・民間施設）

市町内の施設の管理者や運営主体に対して、

指定福祉避難所の協力について働きかけ！

 市町や施設の状況に合わせて、「指定福祉避難所

開設・運営マニュアル」をカスタマイズ！

 各施設にてマニュアルが作成されるように調整・

働きかけ！

施設との

協定締結！

研修・訓練の実施

指定福祉避難所開設・運営マニュアルの整備

市町や施設の状況に合わせて、

「指定福祉避難所開設・運営

マニュアル」をカスタマイズ！

取組の実効性を高めるための研修・訓練を

企画・実施！

定期的に

見直し・更新！

p.61p.57
協働

研修・訓練の実施

取組の実効性を高めるための研修・訓練を

企画・実施！

（資料編） 「指定福祉避難所開設・
運営マニュアル」を参考に整備！



9

市町および施設における

災害時の取組



災害時の基本的な対応と連携の流れ
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p.64



「指定福祉避難所開設・運営マニュアル」の活用
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p.65

マニュアル

【全般管理側】【施設管理側】

資料編「指定福祉避難所開設・運営マニュアル」と「様式集」をもとに、

市町や施設の状況に応じてマニュアルの内容をカスタマイズし、

標準マニュアルとして整備する

「ガイドライン第4章」と
「マニュアルの見出し」
が紐づいている

ガイドライン【全般管理側】（p.66)マニュアル【全般管理側】(p.2)

「第2章」での検討を
踏まえ、市町や施設
の状況に応じて
カスタマイズ



開設準備段階における取組
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全般管理側（市町）は「①開設対象先の検討」～「⑤開設の周知」、

施設管理側（施設）は「①施設の安全性の確認」～「③担当職員の配置」を実施する

全般管理側（市町） 施設管理側（公的施設・民間施設）
p.68p.66

①開設対象先の検討

 開設先の要否の検討

 開設対象先の検討

②開設に向けた事前連絡・調整

 施設管理者への開設可能性の事前連絡

 移送支援を依頼する関係団体や事業所

への事前連絡

 支援体制の構築

③開設の要請

 開設要請

 開設状況の整理

④新たな受入先の確保調整

 未指定施設への受入依頼・宿泊施設の

借り上げ

⑤開設の周知

 避難対象者への周知

 自主防災組織、支援団体等への周知

①施設の安全性の確認

 建物の被害状況等の確認

 開設可否の報告

②受入スペースの整備

 受入スペースのレイアウト

 必要な設備・物資・器材の整備

③担当職員の配置

 人員の確保・配置

 運営体制の整備

支援

連絡・調整

要請

報告

必要に応じて

移送手段の関係

団体等に依頼

医療的ケアが

必要な場合は、

看護師等の人材を

配置

入所施設の場合は、

既存の施設利用者や

家族等に対して説明



受入段階における取組
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全般管理側（市町）は「①受入状況の把握」、「②名簿の作成」 、

施設管理側（施設）は「①要配慮者の受入れ」、「②避難者カードの作成」を実施する

全般管理側（市町） 施設管理側（公的施設・民間施設）
p.68p.66

①各施設の受入状況の把握

 各施設の受入状況の把握

 施設ごとの受入状況の整理

②名簿の作成

 避難者名簿の作成、更新

①要配慮者の受入れ

 指定福祉避難所の開設

 要配慮者の受入れ・受付

 受入スペースへの誘導

②避難者カードの作成

 要配慮者のニーズの聞き取り

 避難者カードの作成

報告

個々の支援ニーズも

把握することで、

その後の対応に

つなげる

氏名や住所、連絡先、

家族・支援者に関する

事項、心身の状態、入所

時刻等の情報を整理

避難者と家族等に

対して、心身の状態や

支援ニーズを聞き

取り、市町に報告



運営段階における取組
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全般管理側（市町）は「①定期的な状況確認」～「④その他必要な調達・調整」、

施設管理側（施設）は「①生活支援」～「⑤運営体制の見直し」を実施する

全般管理側（市町） 施設管理側（公的施設・民間施設）
p.69p.67

①定期的な状況確認

 施設の運営状況の把握

 各施設の状況の整理

 避難者の状況・健康状態の把握

 一般避難所等に避難した要配慮者の把握

 指定福祉避難所等への移送判断

 緊急入所・緊急入院の対応

②物資・器材の調達・調整

 必要分・不足分の調達・配送

 施設・設備の補修

③人員等の調達・調整

 関係機関との調整

 専門的人材やボランティアの配置

④その他必要な調達・調整

 トイレ対策

 廃棄物処理

 食中毒・感染症の対策

 生活支援情報の収集・連絡

①定期的な状況確認

 要配慮者の健康状態等の把握・管理

 相談・見守り支援

 情報提供

 緊急時の対応

②物資・器材の調達・調整

 必要な物資・器材のとりまとめ・要請

 物資・器材の受入・管理

③人員等の調達・調整

 人員の応援要請

④その他必要な調達・調整

 トイレ対策

 廃棄物処理

 食中毒・感染症の対策

⑤運営体制の見直し

 施設職員の運営体制の見直し

 ボランティアの要請・活用

連絡

マスコミ関係者の

取材や撮影の依頼に

は、撮影のルールを

定めて可能な範囲で

対応

提供・支援

要請



閉鎖段階における取組
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全般管理側（市町）は「①閉鎖に向けた調整」～「②原状回復」 、

施設管理側（施設）は「①閉鎖に向けた支援」～「②原状回復」を実施する

全般管理側（市町） 施設管理側（公的施設・民間施設）
p.69p.67

①閉鎖に向けた調整

 退所に向けた支援

 閉鎖の決定・指定福祉避難所への連絡

②原状回復

 施設の現状復旧

 経費の精算

①閉鎖に向けた支援

 本人・家族への説明

②閉鎖・原状回復

 原状復旧

 費用の請求

• 本人・家族等と向き合い、

施設管理者と調整

• 施設経営に支障が生じ

ないよう配慮

必要に応じて、行政保健師や相談支援機関（地域包括支援センター等）と

退所情報を共有し、支援を引継ぐことも必要

福祉避難所運営のために

購入した物品については

領収書を保管し、経費

として市町に報告

情報共有
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研修・訓練



研修の実施にあたって検討すること

17

指定福祉避難所に関する周知を図るための研修や、開設・運営に関する理解を図るための研修を

企画・実施する

p.74

目的と対象者、内容を設定 実施方法を検討

【実施方法の例】

セミナー

講師（専門家や市町職

員）による講義・説明

ワークショップ

関係者による討議・意

見交換等を通じて内容

や方法について学ぶ

机上訓練・イメトレ

災害時の状況などを想

定しながら、机上で対

応をイメージしたり考

える



訓練の企画・実施にあたって検討すること

18

災害時に指定福祉避難所の迅速な開設と円滑な運営を行うために必要な対応力（スキル）を身に

つけ、その能力向上を図るための訓練を企画、実施する

p.76

対象者、内容を設定 実施方法を検討

【実施方法の例】

ドリル

職員の一人一人のレベルで取り組

む仕事（個々の対応）に必要なスキ

ルを習得

機能訓練

組織レベルや組織間レベルで取り組

む業務（一定のまとまりや連続した

仕事）の遂行に必要なスキルを習得

総合訓練

関係する組織や機関が参加して、

実施手順、連携・調整などを確認し、

組織間の対応力を身につける

【主な内容】

市町側、施設側のそれぞれが役割に応じた対応力を身につけるとともに、

市町と施設間の連携力を高める訓練の実施を通じて、実践力や連携力の強化を図る
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実際にはどう取り組んでいる？

～福山市の取組～

 訓練の実施にあたって、市と施設の間でどのよう

なやりとりを行った？

 福祉避難所の開設に至るまでの対応の流れとして、

どのような訓練を行った？
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実際にはどう取り組んでいる？

～香川県高松市の取組～

 具体的に、どのような訓練を行った？

 訓練を実施するうえでのポイントは？



近年、頻発する自然災害から要配慮者の命を守るためには、

地域の実状や要配慮者の特性などに応じた福祉避難所を整備し、

安心安全に避難できるようにする必要があります

「広島県 福祉避難所等の確保・運営ガイドライン」

「指定福祉避難所 開設・運営マニュアル」を参考に、

市町と施設で連携しながら、要配慮者や施設の状況に

応じた取組を進めていただくようお願いします
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まとめ


